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（出所：総務省）



「イノベーション総合力」ランキング

出所：総務省「平成22年版 情報通信白書」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h22/html/md321200.html）





市民ポータル「Borger.dk」

・住宅、子供、年金、暮らし全般にわたる総合情報サイトとして2007年に運用開始。2008年から
「My Home」や「My Children」などのカスタマイズ機能を追加。

・「ペルソナ」手法を採用して、具体的な利用者をイメージしながらサービスを設計。コンテンツ、デ
ザイン、機能の改良には、1200人を超える市民ボランティアが評価作業にボランティアとして
参加した 。デンマーク政府は、ボランティアの指摘や意見を分析して、年齢、性別、地域など
に応じて継続的にサービスの改善を行なっている。



税金ポータル「Skat.dk」

・納税者の７５％がインターネットを利用。国税庁は、給与・年金・寄付金など税金の計算に必要となる情報
を、本人からではなく、企業、銀行、住宅ローン会社、年金機関、労働組合、慈善団体、別荘レンタル
会社など担当組織から報告を受けて、書類を作成する。給与・年金情報は毎月、それ以外は年１回（１
～２月）収集。納税者は、3月10日の確定申告日に、国税庁が作成した文書をネットで確認して承認す
るだけでよい。ウェブサービスを使い会計士や弁護士に送って相談することもできる。 納税者の92％
はデータの修正なし。脱税は1%。

・数字をどこから入手したかの情報が明記され、本人が確認・修正できる。
・納税者が他者によるアクセスを許可できる。たとえば、金融機関からの請求で、過去3年間の確定申告
データ、過去３ヶ月の給与データなどを当局が送信。

・企業や政府当局がデータの公開請求や再利用を行うことができる。たとえば、市が年金の支払いや福祉
の補助金を出す場合に本人の収入をチェックできる。



医療・健康ポータル「Sundhed.dk」

・1977年、CPR番号を使用した全国患者登録システム（NPR：National Patient Registry）を構築。
・1994年に設立された団体「Med.Com」が医療情報ネットワークを構築し、医師のNPRへのアクセス
を可能に。

・2003年、医療従事者の生産性向上を目的とした「健康データネット」を構築。
・2005年、医療従事者と市民の双方が共通に利用するポータル「Sundhed.dk」 の運用開始。診察
の予約、検査結果の報告、処方医薬品の情報共有。

・2006年、デジタルヘルスを設置してポータルの開発・運営体制を強化。
・2008年、保健予防庁が「デンマーク健康医療サービスにおけるデジタル化戦略（2008～2012）」を
発表し、「双方にとってより良い医療体制」を目指す情報化の方針を公表。病院間、患者と病院間
の情報共有によって、全国レベルでの一貫した治療プロセスの提供、患者自身による診療記録や
処方箋記録への自由かつ安全なアクセスを実現した。





エストニア共和国

・1991年に旧ソ連から独立。民主化、市場経済化を推進。2005年4月にアンシブ首相、2006
年10月にITの権威であるイルヴェス大統領が就任。2008年の経済危機で国内経済建て
直しを最優先して成長基盤を構築。ITとバイオに注力。

• 1992年：国民データベースの構築に着手。パーソナル・アイディンチフィケーション・コード
（PIC） を導入。

• 1993年：ホームページ開設。技術志向が強い国。
• 1996～1999：タイガーリープ（トラの飛躍）プロジェクト。全ての学校がインターネット接続。
「タイガーツアー」で各地の村でインターネット教育。

• 1998：「エストニア情報政策の原則」を議会で採択。
• 2000年：電子政府プロジェクト開始。納税システム。www. eESTONIA 
• 2001～2002年：The look@world project 
• 2002年：公共データはすべてウェブに掲載しなければならないという「パブリック・インフォ
メーション法」制定。電子署名、IDカード導入。カードリーダーとセットで、電子政府サービ
スなどを利用している。15歳以上の全国民に配布。１００万枚以上配布されている。

• 2005年：電子投票を開始。5回の選挙で導入され、若年層の投票率向上
• 2006年：「情報社会戦略2013」を策定。ファイバー、学校教育、行政効率化
• 2007年：モバイルID導入（携帯のICチップがカード代わり）
• 2013年：世界最先端のIT立国をめざす「情報社会戦略2020」を提案



電子政府インフラ

(1) アクセス
1990年代：縦割行政組織で公務員が担当業務を処理
2000年代：組織間で情報共有して公務員が処理
2010年～：市民が直接ワンストップで処理（2000年に９％だった電子納税は92％へ。電子投
票は2005年が1.9％、2011年は24.5％へ）

(2)デジタル化された情報
ルーブルからクローナに通貨が変更する際、
両替時の国民名簿が一番正確であるとの
判断から、国民データベースを構築。

(3)x-Road
政府や民間のデータベースは従来のまま、
インターネットで段階的に接続していき、
アクセスできるようにした。一番の成功事例。

(4)電子アイデンティティ
IDカードによるデジタル・サーティフィケート







IDカード
• 1997年：国民IDカード導入。
• 1999年２月：ID法制化
• 2000年３月：電子署名法
• 2002年1月28日：初めてのIDカード導入
• 2006年10月：１００万カード（人口１４０万人）。
• 2010年：顔写真のないデジタルIDカードを発行。国民IDカード（義務）はデジタルとアナ
ログの両方で使えるが、デジタルID（希望者）はデジタル世界のみで使用するサブカード。

• 2011年：mID発行（モバイルID は電子投票で使うために民間が開発）。
• 2012年：デジタル署名件数が1億に達する。
• 2013年：119万発行し、５０万がアクティブユーザー。インフラの一部として、個人認証、

EU内部でのパスポート代わり。

＊IDカードを利用してデジタル署名、ドキュメントの暗号化ができる。
IDカードのチッ プに入っている情報は、個人データ、個人認証（EESTi ピンコー
ドを入力するとx-roadのサーティフィケーションセンターがチェック）、デジタル署名
の３つ。

＊デジタル署名は日常的に利用されている。法的には紙のサインと同様の効力。
サーティフィケーションセンター（www.sk.ee.）のサイト参照。





おわりに：日本への示唆

①ICT活用に対する国民的合意
・デジタル・コミュニケーションへの信頼感
・初等教育での学習ツールとしての
積極的な活用。

②政治エリートのコミットメント

③政府の積極的な役割
・ICT活用の目的の明確化
（行政コストの削減、 国民の利便性向上
行政の透明性の確保）
・イノベーション促進を意図した公共調達
（先進ユーザーとしての公的機関）

④推進体制


